
 

 
 

資料４ 

令和元年度核物質防護検査の結果及び 

令和元年度核燃料物質輸送における防護措置の確認結果について 

 

令和２年５月１３日 

原 子 力 規 制 庁 

国 土 交 通 省 

 

令和元年度に原子炉等規制法に基づき実施した核物質防護検査の結果及び令

和元年度に国土交通省が原子炉等規制法又は船舶安全法に基づき実施した核燃

料物質輸送における防護措置の確認結果を報告する。 

 

１．令和元年度核物質防護検査の結果（原子力規制庁） 

（１） 検査状況（別添１参照） 

実用発電用原子炉等５６施設に対し、核物質防護規定の遵守状況全般の

ほか、個人の信頼性確認制度の運用状況、核物質防護訓練における初動対

応状況、情報システムセキュリティ対策に関する取組状況及び防護措置の

定期的な評価・改善の取組状況を重点的に検査した。 

 

（２） 検査結果 

特に問題はなかった。 

 

２．令和元年度核燃料物質輸送における防護措置の確認結果（国土交通省） 

（１） 確認状況（別添２参照） 

輸送事業者等の提出した「輸送時の安全及び防護のために必要な措置を

定めた輸送に係る計画書」の内容について防護措置が適切なものであるこ

とを確認するとともに、輸送前に現場において実際の防護措置の確認を行

った。 

 

（２） 確認結果 

特に問題はなかった。 
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別添１
令和元年度核物質防護検査実施状況一覧

注１：核物質防護検査では、模擬侵入訓練等の実施を通じて防護能力の評価も行っているが、「※１」は関係機関

等との調整の結果、同訓練を別の日に実施した場合についての記載である。

注２：「※２」は建設中の施設を意味する。

Ａ【発電用原子炉施設（実用発電用原子炉）】１７施設
事業者名・施設名 実 施 期 間

① 北海道電力株式会社 泊発電所 令和元年９月３日～９月６日

② 東北電力株式会社 東通原子力発電所 令和元年９月２４日～９月２７日

③ 東北電力株式会社 女川原子力発電所 令和元年８月２０日～８月２３日

④ 東京電力ホールディングス株式会社 令和元年１１月１２日～１１月１５日及び

福島第二原子力発電所 令和２年２月２７日（※１）

⑤ 東京電力ホールディングス株式会社 令和元年９月１７日～９月２０日及び

柏崎刈羽原子力発電所 令和元年１２月１８日（※１）

⑥ 北陸電力株式会社 志賀原子力発電所 令和２年１月２８日～１月３１日

⑦ 中部電力株式会社 浜岡原子力発電所 令和元年１１月５日～１１月８日

⑧ 関西電力株式会社 美浜発電所 令和元年１１月２６日～１１月２９日

⑨ 関西電力株式会社 大飯発電所 令和元年１１月５日～１１月８日

⑩ 関西電力株式会社 高浜発電所 令和元年１２月３日～１２月６日

⑪ 中国電力株式会社 島根原子力発電所 令和２年１月１４日～１月１７日及び令和

２年２月２７日～２月２８日（※１）

⑫ 四国電力株式会社 伊方発電所 令和元年１２月３日～１２月６日

⑬ 九州電力株式会社 玄海原子力発電所 令和元年９月２４日～９月２７日

⑭ 九州電力株式会社 川内原子力発電所 令和元年１１月１９日～１１月２２日

⑮ 日本原子力発電株式会社 東海第二発電所 令和２年１月１４日～１月１７日

⑯ 日本原子力発電株式会社 敦賀発電所 令和元年７月３０日～８月２日

⑰ 電源開発株式会社 大間原子力発電所 (※２) 令和２年２月４日

（核物質防護検査は原子力事業本部原子力技術部において実施）

Ｂ【発電用原子炉施設（研究開発段階発電用原子炉）】２施設
事業者名・施設名 実 施 期 間

① 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 令和元年１２月４日～１２月６日

新型転換炉原型炉ふげん

② 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 令和元年１２月１７日～１２月２０日

高速増殖原型炉もんじゅ
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Ｃ【特定原子力施設】１施設
事業者名・施設名 実 施 期 間

① 東京電力ホールディングス株式会社 令和２年２月４日～２月７日及び令和２年

福島第一原子力発電所 ２月２６日～２月２７日（※１）

Ｄ【試験研究用等原子炉施設】７施設
事業者名・施設名 実 施 期 間

① 東芝エネルギーシステムズ株式会社 令和元年７月３日～７月５日

原子力技術研究所

② 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 令和元年９月３日～１０月９日及び令和元

大洗研究所（北地区） 年１２月５日（※１）

③ 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 令和元年９月３日～１０月９日及び令和元

大洗研究所（南地区） 年１２月５日（※１）

④ 学校法人近畿大学 原子力研究所 令和元年７月３１日～８月２日

⑤ 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 令和２年１月８日～２月２６日

原子力科学研究所

⑥ 国立大学法人京都大学 複合原子力科学研究所 令和２年１月２８日～１月３１日

⑦ 国立大学法人東京大学 令和元年１２月４日～１２月６日

大学院工学系研究科原子力専攻

Ｅ【使用施設】１７施設
事業者名・施設名 実 施 期 間

① ニュークリア・デベロップメント株式会社 令和元年５月２８日～５月３０日

② 公益財団法人核物質管理センター 令和元年６月１８日～６月２０日

東海保障措置センター

③ 原子燃料工業株式会社 熊取事業所 令和元年７月９日～７月１２日

④ 公益財団法人核物質管理センター 令和元年６月５日～６月７日

六ヶ所保障措置センター

⑤ 日本核燃料開発株式会社 令和元年７月２３日～７月２５日

⑥ 東芝エネルギーシステムズ株式会社 令和元年７月３日～７月５日

原子力技術研究所

⑦ 国立研究開発法人産業技術総合研究所 令和元年６月２５日～６月２７日

つくば中央第二事業所

⑧ 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 令和元年９月３日～１０月９日及び令和元

大洗研究所（北地区） 年１２月５日（※１）

⑨ 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 令和元年９月３日～１０月９日及び令和元

大洗研究所（南地区） 年１２月５日（※１）

⑩ 学校法人近畿大学 原子力研究所 令和元年７月３１日～８月２日

⑪ 国立大学法人東京工業大学 令和元年７月１７日～７月１９日

科学技術創成研究院先導原子力研究所

⑫ 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 令和元年９月１０日～９月１３日

人形峠環境技術センター

 3 



- 3 -

⑬ 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 令和元年１０月１５日～１１月１日及び令

核燃料サイクル工学研究所 和２年２月６日（※１）

⑭ 三菱電機株式会社 通信機製作所 令和元年１１月１９日～１１月２１日

⑮ 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 令和２年１月８日～２月２６日及び令和２

原子力科学研究所 年３月１９日（※１）

⑯ 国立大学法人京都大学 複合原子力科学研究所 令和２年１月２８日～１月３１日

⑰ 国立大学法人東京大学 令和元年１２月４日～１２月６日

大学院工学系研究科原子力専攻

Ｆ【加工施設】７施設
事業者名・施設名 実 施 期 間

① 原子燃料工業株式会社 熊取事業所 令和元年７月９日～７月１２日

② 原子燃料工業株式会社 東海事業所 令和元年７月２３日～７月２６日

③ 日本原燃株式会社 濃縮・埋設事業所 令和元年７月３０日～８月２日

加工施設

④ 日本原燃株式会社 再処理事業所 令和元年１０月１日～１０月２日

ＭＯＸ燃料加工施設 （※２）

⑤ 株式会社グローバル・ニュークリア・フュエ 令和元年９月１１日～９月１３日

ル・ジャパン

⑥ 三菱原子燃料株式会社 令和元年９月４日～９月６日

⑦ 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 令和元年９月１０日～９月１３日

人形峠環境技術センター

Ｇ【使用済燃料貯蔵施設】１施設
事業者名・施設名 実 施 期 間

① リサイクル燃料貯蔵株式会社 令和元年１０月１７日～１０月１８日

リサイクル燃料備蓄センター （※２）

Ｈ【再処理施設】２施設
事業者名・施設名 実 施 期 間

① 日本原燃株式会社 再処理事業所 令和元年１１月２６日～１１月２９日

再処理施設 （※２）

② 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 令和元年１１月１９日～１１月２２日

核燃料サイクル工学研究所

Ｉ【廃棄物管理施設】２施設
事業者名・施設名 実 施 期 間

① 日本原燃株式会社 再処理事業所 令和元年１０月２日～１０月４日

廃棄物管理施設

② 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 令和元年１０月２４日～１０月２５日

大洗研究所 廃棄物管理施設
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別添２

令和元年度核燃料物質輸送における防護措置確認実施状況一覧

（陸上輸送）
防護区分 輸送計画書確認件数 現場確認件数
Ⅰ ０ ０
Ⅱ ３ ３
Ⅲ ０ ０
合計 ３ ３

（海上輸送）
防護区分 輸送計画書確認件数 現場確認件数
Ⅰ ０ ０
Ⅱ ３ ３
Ⅲ ３ ３
合計 ６ ６

（航空輸送）
防護区分 輸送計画書確認件数 現場確認件数
Ⅰ ０ ０
Ⅱ ０ ０
Ⅲ ０ ０
合計 ０ ０
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